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基幹産業としての観光が目指す姿を描く中長期的なビジョン 

公益社団法人日本観光振興協会 

2040 年、日本を価値創造型観光大国へ 

 

 はじめに 

 2040 年、日本はこれまでに経験したことのない社会構造の転換に直面します。団塊ジュニア世代が

65 歳以上となることで高齢者（65 歳以上）が人口の約 35％を占めるのに加え、生産年齢（15〜64

歳）人口は 2020 年比で約 1300 万人減少するという社会が訪れます（国立社会保障・人口問題研究

所）。地域によっては、産業基盤の縮小のみならず、医療・交通・教育といった生活インフラの維持すら困

難となる局面が広がる可能性があるでしょう。  

 一方で世界のツーリズムに目を向ければ、旅行・観光産業の GDP 寄与額は 2035 年に 16.5 兆ド

ル（2025 年 11.7 兆ドル、世界旅行ツーリズム協議会〔WTTC〕）に成長すると予測され、観光は日本

でも今後の成長が見込まれる数少ない産業の一つとなっています。世界経済フォーラム（WEF）による

国際比較でも、日本は自然・文化資源、治安、インフラなどの分野で高い競争力を評価され、コロナ禍後

のインバウンド（訪日旅行）需要は力強く回復し、訪日客数・消費額ともに拡大を続けています。地政学

的リスクや為替変動などによる短期的な変動は避けられませんが、中長期的に見れば観光は世界的な

成長産業であり続ける可能性が高いといえます。  

 このような環境の変化の中で、日本にとって観光は単なる交流促進策ではなく、国の持続可能性に関

わる戦略的産業として再定義される必要があります。  

 現在、観光の潜在力は十分に発揮されている状況とはいえません。観光需要の地域的・時間的偏在に

よる過剰問題、自然・文化資源への過度な負荷、地方での受け入れ体制の不足、観光人材の確保と育

成、低付加価値構造による賃金水準の低迷、データ活用の遅れなど、解決すべき課題は多岐にわたりま

す。多様な業界が関わる観光産業が有機的に一体になり得ていない課題もあります。地政学的リスク、

災害、感染症といった外部ショックに対する脆弱性も存在します。  

 それでもこれらの課題は観光の可能性を否定するものではありません。観光の語源は、その土地の風

土、文化、人々の暮らしなど地域の輝きを「光」に例え、それを「観」察し、学ぶこととされています。そこ

で暮らす人は自らの風土や文化などに誇りを持ち、その輝きを発信し、訪れる人はその輝きから学ぶこ

とで相互に発展することこそ観光の本質です。そんな本質を踏まえつつ、現状を地域と社会全体にとっ

て持続可能な形で再設計するための重要な契機と捉え、人と地域、産業と文化、国内と世界をつなぎ直

し、新たな価値創造の循環を構築することが求められています。 

 2026 年 3 月、2030 年度を最終年度とした観光立国推進基本計画が策定されました。本ビジョン

は、さらに社会的変革を迫られるその先の 2040 年を見据え、日本が持続的に成長し続けるための中

長期的な指針を示すものです。その対象は観光関連企業・団体の従事者や行政・地方自治体にとどまら

ず、観光に直接携わらない人々にも向けられています。 
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I．2040 年への出発点 

「余暇」から「価値を生む活動」へ再定義 

 国連世界観光機関（UN ツーリズム）は、観光を「日常の生活圏を離れて、1 年未満の期間、余暇・ビジ

ネスその他の目的で滞在する活動」と定義しています。この定義は統計の整備や国際比較、政策立案の

基礎として重要な役割を果たしてきました。しかし、2040 年の日本を展望する際には、この定義を土

台としつつ、観光の意味をさらに進化させる必要があります。  

 従来、日本の地域経済政策は、製造業を中心とした工場誘致型モデルに大きく依存してきました。一

方で技術革新や自動化の進展により、人が来ても雇用が増えない構造が顕在化しつつあります。また、

人口減少下においては、一定規模の労働力を前提とする産業モデルそのものが成立しにくくなってい

ます。  

 こうしたなかで観光は、分散した価値を統合し、新たな意味を再提示することで市場を創出する産業

（編集産業）となります。これからの観光は伝統的な観光資源だけでなく、農業・漁業・工芸・製造業とい

った既存産業の価値を「体験」や「物語」として再編集して外部市場へ接続する装置であり、アニメ・ゲー

ム・食・文化といった多様なソフトパワーや知的財産（IP）を収益化する産業であり、地域に新たな雇用・

投資・所得・関係性を生み出す編集産業として発展する可能性を持ちます。 

 2040 年に向けては、観光を従来の余暇や消費活動として捉える枠組みを超え、社会・経済・文化を

横断して価値を創出する基盤的活動と再定義することが重要です。また、これからの観光は、人が日常

を離れ、異なる価値観や文化、自然と出合い、心身をリフレッシュし、その経験を通じて自らの見方や行

動を更新し、再び日常へ戻るプロセスまでを含めて捉えることが求められます。このように観光は、日

本の自然・文化・産業・生活を再編集するだけではなく、国内外と接続する「国家資産（ナショナルアセッ

ト）」と位置づけられるべきです。  

 そのためには、産業界はもとより日本社会全体の「未来志向の価値観のアップデート」が求められま

す。持続可能性とは単に現状を守ることではなく、環境変化に応じて自らを更新し続ける力を意味しま

す。観光は、人と地域の双方にとって、地域文脈に合わせて価値観を見直し、学び、変わり続ける機会を

提供するのです。 

 観光は地域の未来を設計する経営事項でもあります。人口減少社会に、観光は地域に雇用と投資をも

たらし、国際的な信頼と関係を蓄積し、人々の幸福や学びを支える基幹産業となります。観光を「価値を

生む活動」として再定義することが、2040 年に向けての出発点です。 
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Ⅱ.価値創造の考え方 

 1.「量か質か」ではなく「価値密度最適化」を  

 昨今の観光政策は「来訪者数を増やすべきか（量）」と「単価を上げるべきか（質）」という二項対立を前

提に「量から質へ」と語られるケースが増えてきました。しかし、この量と質の議論は、観光が地域にも

たらす価値の“深さ”と“広がり”を同時に高める観点から語る必要があります。これからは、来訪者一人

ひとりが地域にどれだけ深く関わり、どれだけ長く滞在し、どれだけ再訪し、どれだけ地域に収益や誇

りを残すかを測る総合的な概念である「価値密度」を高めることが重要です。単に人数が多いだけでは

交通や生活環境に負荷がかかり、住民満足度が低下する可能性があり、滞在が短く、地域との接点が薄

ければ、持続的な発展にはつながりません。観光には、それぞれの地域に望ましい価値をもたらす来訪

者を選ぶことが求められます。 

 2040 年に向けては、量か質かという対立を超え、地域ごとに最適なバランスを設計する「価値密度

最適化」という考え方が重要です。観光を短期的な消費事業ではなく、関係資本を形成する事業投資と

捉え直し、来訪者数、単価、滞在時間、再訪率、住民満足度、再投資水準を統合的に設計するのです。価

値密度の最適化は観光従事者の処遇改善に直結します。最適化によって生まれた収益が賃金や教育投

資へ再配分されなければ、持続可能な産業にはなりません。価値密度の最適化は地域経済の質を高め、

人材育成の基盤を強化することでもあります。  

 日本は地域ごとに観光条件が大きく異なります。都市型、リゾート型、農山漁村型、歴史文化型など、

それぞれの地域にはその状況に適した戦略が存在します。全国一律のモデルを押しつけるのではなく、

地域ごとの資源特性と市場条件を踏まえたターゲット客の組み合わせ設計を行い、最適な価値密度の

追求が求められます。 

 

2.観光は「五方よし」の産業へ  

 観光は訪れる人が満足すれば成功という単純な産業ではありません。持続可能な観光とは、地域に暮

らす人、地域を訪れる人、そこで働く人、事業を営む人や投資する人、そして自然や文化といった資源

が、同時に価値を感じられる状態をつくることです。2040 年に向けては、従来の「住んでよし、訪れて

よし」という考え方から、観光立国推進基本計画でも触れられた「働いてよし」に加え、「事業・投資して

よし」「自然・文化によし」を加えた“五方よし”の考え方が重要です。  

 第一に、住んでよし。観光は地域住民の生活の質を損なうものであってはなりません。混雑や騒音、価

格高騰などの負担を抑えるとともに、地域の文化や暮らしが尊重され、誇りや活気につながるものであ

る必要があります。 

第二に、訪れてよし。来訪者にとって、その地域ならではの文化や暮らしに触れる深い体験や学び、

安全・安心な環境が提供されることが重要です。単なる消費ではなく、記憶や意味として残る体験が求

められます。その体験が再訪や関係人口化につながり、移住や定住にも発展します。 
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第三に、働いてよし。適正な賃金と成長機会を得られることが重要です。観光で働く本質的な価値

は、自らの仕事が地域の文化や価値を伝え、「誰かの人生の大切な時間を支えている」ことです。この仕

事の意味と誇りを言語化し、社会全体で共有することが求められます。 

第四に、事業・投資してよし。事業者や投資者が持続可能な収益を確保できる構造を整えることが必

要です。適正な価格設定や再投資の仕組みがあってこそ、文化や地域資源を維持・発展しながら長期的

な成長が可能になります。 

第五に、自然・文化によし。観光は自然や文化を消費するだけではなく、保全・再生へとつなげる仕組

みを持たなければなりません。観光収益の一部を環境保全や文化継承に再投資することが前提となり

ます。  

 再投資の循環を制度として設計することで、観光は地域の未来を支える基幹産業となります。“五方

よし”は単なる理念ではありません。観光を地域にとって誇りある産業へと進化させるための具体的な

設計思想なのです。 

  

Ⅲ.価値創造型観光大国への戦略 

1.誇りを持って長く働ける産業に 

 観光が日本の基幹産業を目指すためには、「やりがいはあるが収入は低い」といわれる状態を変えて

いく必要があります。観光に携わる人々が安心して生活でき、将来に希望を持てる水準の所得と働き方

を実現することは産業としての責任です。  

 その地域ならではの体験やサービスに適正な対価を設定することで、持続可能な収益構造を築くこと

が重要です。質の高い体験を設計し、滞在時間や関係の深さを高めることで安定した収益を生み出すこ

とを目指すべきです。重要なのはその収益の使い道。観光で生まれた利益は短期的な利益確保にとど

めるのではなく、将来に向けた再投資へと循環させることが求められます。 

 まず処遇改善。賃金の向上や働き方の柔軟化、安定的な雇用の確保によって、観光を持続可能な職業

にすることが重要です。教育や研修への投資。語学力、デジタル活用能力、体験設計力、経営感覚など

を磨くための体系的な育成プログラムを整えるべきです。キャリア形成支援も欠かせません。働く人の

キャリアプランに応じて成長できる道筋を明確にすることで、社会的評価を高めることが必要です。そ

して地域再生への再投資。インフラ整備や自然保全、文化継承に資金を投じ、地域全体の価値を高める

ことが求められます。  

 こうした循環が確立されて初めて観光は、やりがいはあるが収入が低い仕事から、誇りを持って長く

働ける仕事へと転換します。観光を稼げる産業にすることは単に経済的な目標ではありません。人材を

育て、地域を守り、未来を支えるための前提条件なのです。 
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 2.観光を働くことが価値ある「選ばれるキャリア」に 

 2040 年に向けては、観光で働くこと自体が自らの人生にとって価値ある選択と認識されることが

不可欠です。近年、AI（人工知能）やロボット技術の進展により、従来は高い専門性と報酬を伴ってきた

一部の職種で業務の効率化や自動化が進み、特に若い世代が経験を積むための職務は縮小していく可

能性が指摘されています。一方で観光は、人との関わりや体験価値の創出を基盤とする特性から、こう

した技術進展の影響を比較的受けにくく、実体験を通じて価値創造に関わることができる領域です。結

果として、キャリアの入り口と成長機会の双方が維持されやすい分野の一つと位置づけることができる

のです。 

 観光の現場では、自らの仕事が「誰かの人生の大切な時間に関わる」という実感を持つことができま

す。この経験は仕事の意味を深く理解し、自らの役割を社会の中で位置づける力を育みます。また、人

口減少が進む日本では、若い世代が「なぜこの地域にとどまるのか」「なぜその地域に入っていくのか」

という問いも重みを増しています。地域にとどまり、地域を支え、地域とともに成長できる産業が必要

です。観光はその有力な選択肢となります。 

 観光人材の成長には大きく二つの流れがあります。一つは現場で専門性を高め続ける「現場専門性の

深化」。もう一つは役割を拡張しながら影響範囲を広げていく「職能拡張型」の成長です。これらは相互

に補完し合いながら、観光産業全体の価値創造力を高めていくものです。  

 「現場専門性の深化」は、来訪者と直接向き合う経験の蓄積で、他の産業では得難い「人の期待を読

み、価値を創る力」を育てます。この成長は以下のような段階を経て進みます。まず、来訪者の表情や言

葉、文化的背景からニーズを読み取り、相手が何を求めているのかを理解する力を養います（期待を知

る）。次に安定した品質でサービスを提供し、信頼を獲得します（期待に応える）。そして、来訪者の期待

を上回る体験を設計し、感動や記憶を生み出します。サービスは機能から体験へと進化します（期待を

超える）。さらに来訪者を一度きりの顧客ではなく、再訪者や地域のファンへと変えていきます（関係を

広げる）。最終的には、観光の現場に立ちながら、日本や地域の価値を体現し、来訪者に伝える存在に成

長します（価値を体現する）。この段階で観光人材は、単なるサービス提供者ではなく、「日本という価値

の担い手」となります。  

 「職能拡張型」は観光を個別のサービス提供から、地域や社会の価値創造へと接続していく成長です。

「来訪者を迎える人」は現場で来訪者と向き合うことで、観光の基礎を身につけます。「体験を編集する

人」は地域資源を組み合わせ、魅力的な体験として再構成します。編集力や構想力が求められます。「コ

ーディネーター」は来訪者との関係を設計し、再訪や関係人口化を促します。観光を一過性の消費では

なく、循環として捉える視点が重要となります。「地域経営人材」は観光を通じて地域全体の持続性を設

計。資源配分、価格設計、投資判断などを担い、地域の未来を構想します。それぞれの経験を基盤としな

がら役割と影響範囲を広げ、最終的には「価値観リーダー」に成長します。観光を通じて、日本や地域の

本質的な価値を世界に提示します。安全や清潔さといった機能的価値にとどまらず、静けさ、共生、職

人の精神、自然との調和といったコアバリュー（中核的価値）を言語化し、社会に提案する役割を担いま

す。  
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 共通する到達点は、観光を通じて社会に意味ある価値を提示する存在となることです。観光人材は最

終的に日本や地域の価値を体現し、世界と共有する役割を担うことが求められます。  

 

3.社会をつなぎ付加価値創出 

 観光は社会のさまざまな境界を超える産業であるべきです。外国人と日本人をつなぐことで直接の

対話や体験の共有を通じて相互理解が生まれます。ニュースや SNS では伝わらない現実の姿を知るこ

とが、国際的な信頼の土台になります。都市と地方をつなげば、都市に暮らす人が地方を訪れ、その地

域の暮らしや自然に触れることで新しい関係が生まれます。地域間の距離が縮まり、経済や文化の循環

が形成されます。世代と世代をつなぐことで、伝統芸能や工芸、地域の歴史は高齢世代から若い世代へ

と受け継がれます。観光を通じてそれらが再評価されることで、若い世代が担い手となる機会が広がり

ます。産業と産業をつなぎ、農業、漁業、製造業、IT（情報技術）、教育、医療などさまざまな分野を観光

が再編集し結びつけることで、新しい付加価値が創出されます。 

 地域の再編集のためには、旗振り役となる存在の進化も重要です。例えば DMO（観光地域づくり法

人）を宣伝・調整機関にとどめるのではなく、地域の資源を将来世代へ手渡す責任を持つ「観光地域経

営機関（Regional Management Entity）」へ進化させることが求められます。観光地域経営機関

は地域の中核資源を可視化・ブランド化し、AI やデータを活用して需要と供給を最適化して、収益を再

投資へと循環させます。  

 観光は、資本や知見を取り込みながら地域を活性化する基盤でもあるべきです。2040 年に向けて

は、外資ホテルや投資ファンドを戦略的に活用する必要があります。外資が持つブランド力、マーケティ

ング力、運営ノウハウは、地域の国際競争力を高めます。ただし、外資の導入には地域還元の仕組みや

人材育成への貢献を明示的に組み込み、地域価値の向上と両立させることが前提となります。観光は、

地域内部の資源だけで完結する産業ではなく、外部との連携を通じて価値を高める開放型産業なので

す。  

 分断が広がりやすい時代において、観光は対話と理解を生む装置です。観光を通じて築かれる国際的

なネットワークや信頼関係は、災害や危機の際にも支えとなる「社会のレジリエンス（回復力）」を高めま

す。観光は単なる経済活動ではありません。人と人、地域と世界、国内と海外資本を結び直し、社会をし

なやかに強くする再編集基盤産業です。  

  

4.体験を支える社会システムを整備 

 2040 年に向けて、観光を日本の基幹産業として確立するためには、体験の中身だけではなく、それ

を支える社会システム全体を統合的に設計・実装することが必要です。観光はサービス産業であると同

時に、インフラ、データ、危機対応、国際循環、市場設計が連動して初めて成立する総合システムです。  
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（1）交流需要起点に地域交通再設計  

 人口減少下における地域交通は、日常需要の維持にとどまらず、「交流需要」を起点に再設計すること

が重要です。観光は移動そのものが体験価値の一部を構成します。空港、港湾、駅は単なる交通結節点

ではなく、地域ブランドの発信基地として再構築することが求められます。広域周遊ルートや二次交通

の高度化を通じて、移動の快適性・一貫性・象徴性を高め、「動線の質」を向上させることで、地域間の分

断を超えた回遊型観光が促進されます。 

（2）データと AI 活用で経営を高度化 

 観光経営はデータと AI を基盤として高度化を図る必要があります。需要予測や混雑回避と収益性を

両立するダイナミックプライシング（動的価格設定）、データ定義の標準化、民間データとの接続を推進

し、意思決定の精度を高めることが求められます。また、ロボット技術やデジタル技術の活用により、現

場オペレーションの効率化と人手不足の補完を図り、人はより付加価値の高い体験設計や対人価値の

創出に集中できる体制を構築する必要があります。 

（3）観光危機管理の標準化 

 災害多発国の日本では、観光にも危機対応を前提とした設計が欠かせません。多言語での迅速な情報

発信、宿泊・交通・自治体間の避難誘導連携、医療・通信・移動確保の事前設計を平時から標準化するこ

とが重要です。安全・安心は偶然に任せるものではなく、「設計された価値」として確立する必要があり

ます。安全設計は国際的信認の蓄積につながり、日本を選ぶ理由の一つとなります。 

（4）訪日・海外・国内旅行の関係循環 

 観光を継続的な関係循環へ転換することが重要です。外国人の訪日旅行、日本人の海外旅行・国内旅

行を相互に影響し合う一体的プロセスとして捉え、訪日客の再訪、関係人口化、越境 EC（電子商取引）、

海外展開へと接続する循環構造を構築する必要があります。特に日本人の海外旅行促進はこの循環を

支える重要な要素。海外経験は訪日客受け入れの質の向上や新たな観光価値創出につながります。こ

うした循環の中で日本人は自国の価値を再認識し、国内旅行にも新たな需要が生まれます。 

（5）多層的な市場構造の形成  

 地政学的リスク、為替変動、感染症、国際情勢の変化を前提に、特定の国や客層への過度な依存を避

けることが重要です。そのためには来訪者を、距離圏、訪問目的、滞在期間、価格帯といった観点で捉え、

多様な層をバランスよく組み合わせることが求められます。富裕層に偏るのではなく、上位中間層や専

門目的型の来訪者も含めた多層的な市場構造を形成する必要があります。国内需要とのバランスも重

視し、外部環境の変化に強い観光構造を構築することが不可欠です。 
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おわりに 

 本ビジョンが実現されれば、2040 年の日本は大きく姿を変えることでしょう。地域は消費される場

から価値を生み出す場へと転換し、観光は関係資本を形成する営みとなります。観光産業は低賃金構

造から脱却し、世界的に人材を引きつける水準の賃金とキャリア機会を備えた高度人材産業へ進化し

ます。日本は単なる観光大国ではなく、文化、産業、知的資産が統合された「価値創造型観光大国」へと

転換するのです。 

 ただ、本ビジョンは自然に実現されるものではありません。いくつかの重要な転換が求められます。

「量の拡大」から「価値の創造」への転換。「分断された政策・産業構造」から「統合された観光経営」への

転換。「低付加価値構造」から「稼げる産業」への転換。「人材不足への対処」から「人材の価値最大化」へ

の転換。そして、「内向きの最適化」から「世界との共創」への転換です。  

 これらの転換を実現する上では、観光地経営そのもののあり方も再考する必要があります。観光地経

営は地域ごとに異なる歴史、文化、産業構造、自然環境といった固有の文脈への深い適合を前提としな

ければなりません。人口減少や国際競争の中で持続可能性を確保するためには、未来志向での構想と

意思決定が欠かせません。観光地経営には「地域文脈への適合」と「未来志向の戦略設計」の両立が求め

られるのです。  

 行政の役割も重要です。地域ごとに条件が異なる観光には、画一的な制度や支援では十分な効果は

期待できません。地域の文脈や戦略を尊重しつつ、必要な制度整備、データ基盤、財政支援、人材育成

の枠組みを提供することが求められます。中央集権的に方向を規定するのではなく、地域の主体性を引

き出し、戦略実行を支える支援・伴走型の役割へと進化する必要があります。これらの転換は容易では

ありません。しかし、それを実現するだけの資源と可能性がこの国にはあります。  

 本ビジョンはその出発点に過ぎません。重要なのはここに示した考え方を、地域、企業、現場で具体的

な実装へと落とし込むことです。観光は現場で実現される産業です。一人ひとりの来訪者との出会いか

ら始まる小さな価値創造が、やがて地域を変え、産業を変え、社会を変えていきます。その積み重ねこ

そが日本の未来を形づくるのです。観光は人を動かす産業です。同時に人と地域の未来を動かす産業

でもあるのです。 

 


